
令和8年度

宮城県内企業等のデジタル化・DXに

関するアンケート結果

宮城県企画部産業デジタル推進課



調査の概要

• 調査期間

令和8年5月7日（木）～7月7日（火）

• 調査対象

県内で事業を営む企業等（情報通信業を除く）

• 回答方法

電子申請

• 回答数

606
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回答者の属性（所在地・従業員数）
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56% 8% 11% 19% 6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所在地

仙台地域 仙南地域 大崎地域 石巻地域 気仙沼地域

17% 23% 21% 15% 15% 10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員数

１．5人以下 ２．6～20人 ３．21～50人 ４．51～100人 ５．101～300人 ６．301人以上

(N=606)単一回答

(N=606)単一回答



業種 R8(N=606)

製造業 27%(161)

建設業 13%(79)

医療、福祉 13%(79)

運輸業・郵便業 10%(59)

サービス業 8%(50)

卸売業・小売業 7%(42)

学術研究、専門・技術サービス業 6%(38)

金融業、保険業 4%(27)

生活関連サービス業、娯楽業 3%(19)

農業・林業 3%(18)
その他 6%(34)

回答者の属性（業種）
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(N=606)単一回答



2%

1%

2%

10%

10%

11%

35%

38%

39%

41%

38%

36%

11%

12%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6(N=488)

R7(N=581)

R8(N=606)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化の取組状況

8

デジタル化の取組状況が「かなり進んでいる」「進んでいる」「ある程度進んでいる」

と回答した企業等は、昨年度から2ポイント増加し52％となった。

52%

50%

48%



保有・活用しているITツール
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導入したいITツール

6%

8%

13%

17%

26%

35%

42%

63%

77%

保有していない

システム開発環境

ECサイト

SFA（営業支援システム）・CRM（顧客管理システム）

AI関連サービス（生成AI、エージェント、画像識別等）

業界・業種独自のシステム（CAD、電子カルテ、デジタコ等）

受注・発注管理

コミュニケーション（チャット、Web会議）

人事・経理（勤怠、財務、会計システム等）

6%

6%

9%

14%

14%

20%

22%

28%

38%

ITツールを導入する予定はない

ECサイト

システム開発環境

コミュニケーション（チャット、Web会議）

SFA（営業支援システム）・CRM（顧客管理システム）

業界・業種独自のシステム（CAD、電子カルテ、デジタコ等）

受注・発注管理

人事・経理（勤怠、財務、会計システム等）

AI関連サービス（生成AI、エージェント、画像識別等）

(N=606)複数回答

(N=606)複数回答



現在AIを活用している業務
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今後AIを活用したい業務

12%

14%

21%

35%

53%

56%

75%

92%

生産・施工・店舗・現場の自動化・高度化

顧客対応・社内問い合わせの自動化

プログラム開発・システム運用

書類のデータ化・自動読み取り

画像・動画・デザイン作成

データ分析

情報検索

文書作成・要約・翻訳

25%

37%

40%

43%

46%

69%

69%

75%

プログラム開発・システム運用

生産・施工・店舗・現場の自動化・高度化

顧客対応・社内問い合わせの自動化

画像・動画・デザイン作成

情報検索

書類のデータ化・自動読み取り

文書作成・要約・翻訳

データ分析

AIを活用している企業(N=157)複数回答

今後AIを活用したい企業(N=232)複数回答



ITツールの導入効果
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ITツールを保有・活用している企業等の72%が導入により「大きく効果が出た」と「効

果が出た」と回答している。

8%

64%

25%

2%

0%

大きく効果が出た

効果が出た

どちらともいえない

あまり効果が出ていない

全く効果が出ていない

72%

ITツールを保有している企業(N=571)単一回答
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デジタル関連情報収集先（発信者）

デジタル関連情報収集先（媒体）

8%

10%

15%

18%

21%

23%

24%

34%

48%

52%

情報収集はしていない

友人、知人

県外IT企業・販売代理店

専門機関（コンサルタント等）

支援機関（金融機関、税理士、会計士等）

県内IT企業・販売代理店

社内・所属組織内

商工団体・業界団体

取引先、同業者

行政機関（国、県、市町村）

11%

10%

15%

22%

26%

29%

29%

30%

34%

37%

43%

情報収集はしていない

テレビ

動画サイト

AI検索

新聞・書籍・雑誌

メールマガジン

個別ウェブサイト

SNS

ニュースサイト

官公庁や自治体が発行するガイドラインや公的資料等

展示会やセミナー等のイベント

(N=606)複数回答

(N=606)複数回答



デジタル化を進めるために必要な要素

13

経営トップのデジタル化へのコミットメント

4%

28%

43%

43%

51%

55%

55%

72%

特にない

既存システムの刷新

デジタル化プランの策定や統括する人材

デジタル化の必要性に対する経営層の理解

デジタル化の必要性に対する社員の理解

デジタル化を現場で指揮、実行する人材

投資コストの確保

デジタル化に関する基礎知識や情報

43%

48%

46%

41%

12%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7(N=581)

R8(N=606)

デジタル化は重要な経営課題であると認識し、トップダウンで対応を進めている

デジタル化は経営課題であると認識しているが、トップダウンで対応を進めることまでは至っていない

デジタル化は経営課題と認識していない

(N=606)複数回答



デジタル化に対する社員の意識
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デジタル化を推進する部署または職位

13%

11%

40%

46%

23%

23%

7%

6%

18%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7(N=581)

R8(N=606)

積極的である やや積極的である やや抵抗感がある 抵抗感がある わからない

16% 8% 14% 7% 55%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム管理部署 デジタル化推進部署 経営層（経営者・役員） その他部署、職位等 専門部署、職位はない

(N=606)単一回答

(N=606)単一回答



デジタル人材確保の方法
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デジタル化を進める上で必要な支援

34%

2%

3%

18%

18%

19%

53%

特に何も行っていない

出向受入

副業・兼業採用

業務委託

正社員採用

外部コンサル

社内育成

10%

6%

18%

20%

23%

24%

30%

39%

43%

53%

特にない

類似課題を持つ異業種他社の紹介

自社のニーズや課題をIT企業等に伝える場

IT企業等の保有技術を知る機会

類似課題を持つ同業者の紹介

個別コンサルティング（現状把握や方針策定の支援）

個別コンサルティング（ITツール導入等、実践サポート）

デジタル人材育成のサポート

デジタル化による生産性向上等についての事例紹介

デジタル化に関する補助金の拡充

(N=606)複数回答

(N=606)複数回答
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参加したいと思う人材育成事業のプログラム

参加したいと思うセミナーの内容

14%

10%

11%

12%

33%

34%

36%

39%

42%

必要としていない

ベンダー企業との交流機会がある

講義中心のプログラム

参加企業同士の交流がある

役職別（担当者、管理職、経営者等）のプログラム

部門別（管理、製造、営業等）のプログラム

実践（ケーススタディやワーク）中心のプログラム

アーカイブ視聴できる

オンラインで参加できる

12%

18%

19%

39%

43%

48%

49%

必要としていない

高度スキルを学ぶ実践的な内容（システム開発スキル、AI活用シス…

高度な講義内容（AI、IoT、開発技術、UI・UX、デジタル戦略）

基礎スキルを学ぶ実践的な内容（ノーコードツール、マクロ、生成…

業種を絞った具体的な内容

基礎的な講義内容（DXやAI活用の知識）

実際にデジタル化・DXを活用した企業による事例紹介

(N=606)複数回答

(N=606)複数回答
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参加したいと思う補助金の内容

11%

24%

26%

29%

30%

42%

45%

50%

必要としていない

大規模事業（総事業費500万円超）を想定した補助金

取組内容の検討や書類作成にアドバイザーが伴走支援をしてくれる

補助対象に専門家経費（研修費、指導費等）が含まれる

小規模事業（総事業費100万円未満）を想定した補助金

補助対象にハードウェア（POSレジ、パソコン機器等）の購入費が含まれる

中規模事業（総事業費100万円以上500万円以下）を想定した補助金

補助対象にソフトウェア（会計ソフト、グループウェア等）の購入・構築・利用料が含

まれる

6%

11%

31%

33%

35%

40%

80%

特に何も行っていない

保守/運用を外部企業に委託しているため詳細を把握していない

セキュリティ方針、インシデント対応マニュアル等の策定

セキュリティ担当者の任命

社員向け教育の実施（社内研修、社員の資格取得奨励）

設備室の施錠、出入管理やＰＣパスワード設定等による機密管理

ウイルス対策ソフト/機器の導入

(N=606)複数回答

(N=606)複数回答セキュリティ対策の取組状況



セキュリティ対策を進めるために必要な要素
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5%

35%

39%

42%

42%

52%

71%

課題を感じていない

情報セキュリティポリシーの策定や統括する人材

セキュリティ対策の必要性に対する経営層の理解

セキュリティ対策を現場で指揮、実行する人材

投資コストの確保

セキュリティ対策の必要性に対する社員の理解

セキュリティに関する基礎知識や情報

11%

25%

28%

33%

54%

62%

特にない

個別コンサルティング（対策ツール導入サポート）

個別コンサルティング（脆弱性診断、計画策定支援）

セキュリティ人材育成のサポート

ウイルス対策ソフト/機器導入に対する補助金

セキュリティに関する基礎知識や情報紹介

(N=606)複数回答セキュリティ対策を進める上で必要な支援

(N=606)複数回答



クロス集計



3%

1%

0%

2%

3%

3%

7%

11%

6%

14%

47%

39%

42%

41%

37%

33%

39%

42%

43%

33%

14%

15%

6%

8%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

気仙沼地域(N=36)

石巻・登米地域(N=116)

大崎・栗原地域(N=65)

仙南地域(N=51)

仙台地域(N=338)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化取組状況×所在地
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デジタル化取組状況×従業員数
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3%

2%

2%

0%

3%

3%

20%

16%

10%

9%

6%

10%

52%

47%

42%

46%

33%

20%

23%

30%

40%

36%

47%

29%

2%

4%

6%

10%

11%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

301人以上(N=60)

101～300人(N=89)

51～100人(N=89)

21～50人(N=126)

6～20人(N=139)

5人以下(N=103)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



0%

0%

0%

4%

13%

2%

0%

0%

1%

3%

1%

7%

0%

0%

15%

34%

12%

4%

5%

10%

13%

12%

40%

39%

37%

52%

32%

40%

28%

37%

37%

35%

45%

53%

61%

42%

26%

13%

33%

38%

39%

46%

34%

33%

0%

0%

21%

4%

8%

12%

30%

19%

6%

15%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

宿泊業(N=15)

農業・林業(N=18)

生活関連サービス業、娯楽業(N=19)

金融業、保険業(N=27)

学術研究、専門・技術サービス業(N=38)

卸売業・小売業(N=42)

サービス業(N=50)

運輸業・郵便業(N=59)

医療、福祉(N=79)

建設業(N=79)

製造業(N=161)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化取組状況×業種

22



デジタル化の取組状況×デジタル関連情報収集先（発信者）
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21%

7%

9%

5%

18%

3%

9%

37%

38%

43%

10%

11%

21%

15%

19%

9%

18%

47%

31%

53%

2%

9%

30%

21%

24%

19%

31%

50%

37%

53%

6%

11%

31%

28%

25%

26%

26%

55%

25%

52%

0%

23%

38%

31%

15%

38%

31%

62%

38%

46%

情報収集はしていない

友人、知人

社内・所属組織内

専門機関（コンサルタント等）

支援機関（金融機関、税理士、会計士等）

県外IT企業・販売代理店

県内IT企業・販売代理店

取引先、同業者

商工団体・業界団体

行政機関（国、県、市町村）

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない
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デジタル化の取組状況×デジタル関連情報収集先（媒体）

28%

16%

11%

11%

13%

7%

25%

21%

21%

37%

20%

14%

24%

9%

15%

28%

13%

29%

26%

29%

37%

38%

6%

29%

11%

25%

29%

17%

38%

33%

31%

37%

50%

3%

31%

9%

37%

48%

20%

49%

29%

29%

38%

63%

8%

46%

15%

77%

46%

31%

46%

31%

54%

23%

62%

情報収集はしていない

新聞・書籍・雑誌

テレビ

AI検索

個別ウェブサイト

動画サイト

ニュースサイト

メールマガジン

SNS

官公庁や自治体が発行するガイドラインや公的資料等

展示会やセミナー等のイベント

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない
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デジタル化の取組状況×デジタル化を進めるために必要な要素

18%

18%

22%

24%

25%

26%

45%

63%

2%

27%

43%

40%

52%

60%

59%

77%

3%

30%

46%

49%

55%

59%

54%

70%

0%

35%

48%

51%

58%

55%

57%

69%

0%

46%

69%

69%

85%

77%

77%

77%

特にない

既存システムの刷新

デジタル化プランの策定や統括する人材

デジタル化の必要性に対する経営層の理解

デジタル化の必要性に対する社員の理解

デジタル化を現場で指揮、実行する人材

投資コストの確保

デジタル化に関する基礎知識や情報

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



デジタル化の取組状況×経営トップのデジタル化へのコミットメント
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0%

0%

4%

3%

5%

17%

10%

32%

51%

49%

49%

21%

38%

13%

6%

デジタル化は経営課題と認識していない(N=68)

デジタル化は経営課題であると認識しているが、トップダウンで対応を進め

ることまでは至っていない(N=247)

デジタル化は重要な経営課題であると認識し、トップダウンで対応を進めて

いる(N=291)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



デジタル化の取組状況×デジタル人材確保の方法
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68%

1%

0%

9%

9%

8%

24%

45%

1%

4%

18%

16%

10%

41%

20%

2%

3%

20%

26%

21%

66%

11%

3%

5%

20%

17%

38%

74%

15%

8%

8%

23%

23%

54%

85%

特に何も行っていない

出向受入

副業・兼業採用

業務委託

外部コンサル

正社員採用

社内育成

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



デジタル化の取組状況×必要な支援
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26%

3%

16%

13%

12%

8%

21%

32%

29%

43%

5%

4%

27%

28%

17%

18%

29%

33%

46%

61%

8%

9%

22%

28%

18%

21%

36%

46%

43%

49%

9%

5%

25%

15%

23%

31%

26%

40%

49%

51%

31%

8%

8%

15%

31%

38%

15%

31%

46%

54%

特にない

類似課題を持つ異業種他社の紹介

類似課題を持つ同業者の紹介

個別コンサルティング（デジタル化プランの作成等、現状把握や方針策定の支

援）

自社のニーズや課題をIT企業等に伝える場

IT企業等の保有技術を知る機会

個別コンサルティング（ITツール導入等、実践サポート）

デジタル人材育成のサポート

デジタル化による生産性向上等についての事例紹介

デジタル化に関する補助金の拡充

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



デジタル化の取組状況×セキュリティ対策状況
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28%

8%

7%

1%

5%

11%

61%

6%

16%

20%

25%

27%

38%

78%

2%

9%

38%

40%

45%

46%

83%

0%

9%

60%

60%

54%

55%

94%

0%

8%

92%

62%

62%

54%

85%

特に何も行っていない

保守/運用を外部企業に委託しているため詳細を把握していない

セキュリティ方針、インシデント対応マニュアル等の策定

セキュリティ担当者の任命

社員向け教育の実施（社内研修、社員の資格取得奨励）

設備室の施錠、出入管理やＰＣパスワード設定等による機密管理

ウイルス対策ソフト/機器の導入

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



0%

8%

77%

78%

78%

83%

93%

2%

16%

53%

55%

55%

61%

82%

1%

12%

40%

34%

37%

44%

85%

5%

13%

21%

26%

34%

29%

77%

4%

11%

19%

22%

23%

32%

83%

24%

6%

8%

7%

7%

17%

64%

特に何も行っていない

保守/運用を外部企業に委託しているため詳細を把握していない

セキュリティ方針、インシデント対応マニュアル等の策定

セキュリティ担当者の任命

社員向け教育の実施（社内研修、社員の資格取得奨励）

設備室の施錠、出入管理やＰＣパスワード設定等による機密管理

ウイルス対策ソフト/機器の導入

5人以下 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上

セキュリティ対策状況×従業員数

30
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